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日立造船の水素社会実現に向けた取り組み姿勢-1
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日立造船の水素社会実現に向けた取り組み姿勢-2

『水素産業』
『カーボンリサイクル産業』への取組

長期ビジョン
『Hitz 2030 Vison』にて言及

『新規事業の創出』

社会問題解決に寄与する
技術への重点投資
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事業化の加速を目的に、2021年4月1日付で新組織を発足
発足に先駆けて1月1日より運用を開始し、社内リソースの集約を図る

日立造船の水素社会実現に向けた取り組み姿勢-3

PtG関連技術・製品開発部門を統合
国内外の事業開発専任者を配置
欧州子会社との欧州事業戦略の連携
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国内外で想定する事業等-1

日立造船が保有する
『水素産業』、『カーボンリサイクル産業』分野等の製品・技術
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欧州

北米

本社

日本

豪州

中国

ASEAN域 欧州子会社

水素産業、カーボンリサイクル産業、燃料アンモニア産業の好適地の見極めと
『実証フェーズ』、『導入拡大フェーズ』の各観点を意識した地域ごとの取り組み

技術実証と事業実証の各位置付けでの国際競争力強化のアプローチ
規制・標準化等の制度設計／整備による需要拡大の進展スピード
税制・金融ルール、その他の市場メカニズム、貿易障壁

国内外で想定する事業等-2
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再エネ調達
(再エネ電力・水素)

技術開発
社会実装

水素需要
利用インフラ

7

環境価値
インセンティブ

事業を行う上での課題

政策支援
規制緩和
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＜水素転換＞

系統に流さない余剰電力のみが水素転換の対象

日本型PtG＝系統に流さない再エネ電力を対象

系統電力では水電解しない

売電量(計画値)余剰電力

日本のPtGコンセプト
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欧米型PtG＝系統全体での余剰電力(再エネ大部分)を対象

＜欧州におけるPtG導入の基本方針＞
 系統の容量増強と再エネ大量導入による系統の脱炭素化を推進する＝再エネ主力電源化
 全ての再エネを系統接続し、水電解による水素転換で系統全体の需給バランスを調整する
 中核技術となる水電解産業の育成を図る(ドイツは水電解産業化ロードマップを発表)
 対日市場規模が大きく、セクターカップリングなど方針・用途が明確化している

欧州のPtGコンセプト



http://www.hitachizosen.co.jp/english/

Hitachi Zosen creates links between mother nature and our future
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